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r8物価_1_1

（単位：千円） （単位：千円） （単位：千円）

最終事業NO

 （単位：千円） 

前回から記載内容に
変更があった事業数

"うち交付対象経費のみ
の変更"を除いた変更
事業数

（単位：千円）

Ａ

Ｂ1

交付対象経費
（単位：千円）

国のR7補正予算分
（交付限度額①）

（推奨事業メニュー分）
（単位：千円）

その他
（一般財源や補助対象外

経費等）
（単位：千円）

総事業費に係る
事務費

（単位：千円）

合計  420,659  246,730  246,730  173,929 

令和７年度第３回実施計画で食料品の物価高騰に対する
特別加算の配分を受けていない市区町村は、

食料品の特別加算に関する事業をNO1に入力してください。
複数の事業がある場合は、NO2以降に記載してください。

1  -  - 

2 R7_補正 推奨事業 ○ ○

物価高騰の影響を受ける市民に対し、省
エネ家電買替えを支援することで、家庭
におけるエネルギー費用負担の軽減を
図ることができるため。

○ 省エネ家電買替え促進事業
Ⅰ．生活の安全保障・物

価高への対応
○

⑤省エネ家電等へ
の買い換え促進によ

る生活者支援
 12,000  12,000  12,000 

①物価高が続く中、家庭におけるエネルギー費用負担の軽減及び温室効果
ガス排出量削減を図るため、省エネ性能の高い家電製品への買い替えに対
し、支援を実施する。
②③
【補助金】　12,000千円
本体購入金額（税抜価格）の20％（千円未満切り捨て、上限30千円）
※市内事業者からの購入は、上限33千円
④市民

－ ○ － － R8.4 議決 R8.5 R8.5 R9.2 補助金交付決定数/388人
明記予定（HP・広報誌・事業チラ
シ）

ホームページ 省エネ家電買い替え等 R8当初（地）

3 R7_補正 推奨事業 ○ ○

小中学校の給食費無償化実施により、
物価高騰の影響を受ける小中学生を養
育する保護者の負担軽減を図ることがで
きるため。

○ 小中学校給食費無償化事業
Ⅰ．生活の安全保障・物

価高への対応
○

①食料品の物価高
騰に対する特別加

算

③物価高騰に伴う
子育て世帯支援

 266,431  92,502  92,502  173,929 

①物価高騰の影響を受ける小中学生を養育する家庭に対し、保護者の負担
を軽減するため給食費の無償化を実施する（教職員分は除く）。
②③
【支援金等】92,502千円
【無償化にかかる必要額】266,431千円
・小学生2,311人×6,200円×11月＝157,610千円
・中学生1,374人×7,200円×11月＝108,821千円
【国・県補助等】140,654千円
・国　小学生2,311人×5,200円×11月＝132,189千円
・県　小学生第3子　児童数350人×900円×11月×1/2＝1,733千円
　　　 中学生第3子　児童数170人×7,200円×11月×1/2＝6,732千円
【その他】33,275千円
266,431-140,654-33,275＝92,502千円
④小中学生を養育する保護者

－ － － － R8.4 議決 R8.4 R8.4 R9.3

給食費無償化生徒数…小学
生2,311人
　　　　　　　　　　　　　　　　中
学生1,374人

明記予定（HP) ホームページ 給食 R8当初（地）

4 R7_補正 推奨事業 ○ ○

ワクチン接種費用の一部を助成すること
により物価高騰の影響を受ける高齢者、
妊婦等の負担軽減を図ることができるた
め。

○ ワクチン接種助成事業
Ⅰ．生活の安全保障・物

価高への対応
○

④消費下支え等を
通じた生活者支援

 80,461  80,461  80,461 

①物価高騰の影響を受ける子育て世帯や高齢者等に対し、各種ワクチン接
種に対する助成を実施し、負担軽減を図る。
②③
【接種委託料または償還払い】　80,461千円
・高齢者インフルエンザ　15,480人×1.5千円＝23,220千円
・高齢者インフルエンザ生保上乗せ分　230人×2千円＝460千円
・妊婦及び子どもインフルエンザ　（妊婦223人＋６か月～中三5,746人＋2回
目分4,297人）×接種率50%×1.5千円＝7,700千円
・高齢者帯状疱疹（定期）6,027人×接種率25%×生ワクチン30%×4千円＝
1,808千円
・高齢者帯状疱疹（定期）6,027人×接種率25%×組換えワクチン70%×20千円
＝21,095千円
･高齢者帯状疱疹（任意）30,389人×接種率2%×生ワクチン20%×4千円-21千
円（県補助見込額）＝465千円
・高齢者帯状疱疹（任意）30,389人×接種率2%×組換えワクチン80%×20千円
-374千円（県補助見込額）=9,350千円
・帯状疱疹生保自己負担分20人×24千円＝480千円
・新型コロナ2,381人×5千円＝11,905千円
・新型コロナ生保上乗せ分260人×15,3千円＝3,978千円
④50歳以上の市民、妊婦、６か月～中学三年生を養育する保護者、18歳以
上の罹患リスクが高い市民。生活保護受給者

－ ○ － － R8.4 議決 R8.4 R8.4 R9.3

高齢インフル　　　　　50％
妊子インフル　　　　　50％
帯状疱疹（定期）　　 25％
帯状疱疹（任意）　　 　2％
新型コロナ　　   　　　8.4％

明記予定（HP) ホームページ、広報誌等 対象分野に関連しない R8当初（地）

5 R7_補正 推奨事業 ○ ○

燃料費等の高騰に加え乗務員不足が問
題となっている交通事業者の採用等を支
援することで、地域に不可欠な交通手段
の確保を図る。

○
交通事業者支援金事業（乗務員
確保支援）

Ⅰ．生活の安全保障・物
価高への対応

○
⑩地域公共交通・物
流や地域観光業等

に対する支援
 8,000  8,000  8,000 

①地域の足である路線バスやタクシーの運行事業者は、燃料費等の高騰に
加え乗務員不足が問題となっていることから、地域に不可欠な交通手段の確
保のため、交通事業者が実施する乗務員採用等に対し支援金を給付する。
②③
【支援金】　8,000千円
・採用支援　１名あたり300千円×10件
・免許取得支援　１名あたり最大500千円×10件
④高速バス事業者、路線バス事業者、タクシー事業者、市からの委託事業
者

－ － － － R8.4 議決 R8.4 R8.4 R9.2
採用支援件数：10件
免許取得支援：10件

明記予定（事業チラシ） ホームページ等
運輸交通・物流・観光事

業者
R8当初（地）

6 R7_補正 推奨事業 ○ ○

燃料費等の高騰の影響を受ける交通事
業者に燃料費等の支援を実施すること
で、地域に不可欠な交通手段の確保を
図る。

○
交通事業者支援金事業（運行支
援）

Ⅰ．生活の安全保障・物
価高への対応

○
⑩地域公共交通・物
流や地域観光業等

に対する支援
 5,350  5,350  5,350 

①地域の足である路線バスやタクシーの運行事業者は、燃料費等の高騰に
よる影響が大きく、地域に不可欠な交通手段の確保のため、交通事業者が
負担する燃料費等に対し支援金を給付する。
②③
【支援金】　5,350千円
・高速バス　50千円×65便=3,250千円
・路線バス　300千円×1路線=300千円
・タクシー　1事業者あたり補助上限500千円
 A社200千円+50千円×登録車両17台=500千円（1,050千円）
 B社200千円+50千円×登録車両8台=500千円（600千円）
 Ｃ社200千円+50千円×登録車両2台=300千円
 Ｄ社200千円+50千円×登録車両6台=500千円　　計1,800千円
④高速バス事業者、路線バス事業者、タクシー事業者

－ － － － R8.4 議決 R8.4 R8.4 R9.2
支援対象者への支給率：
100％

明記予定（事業チラシ） ホームページ等
運輸交通・物流・観光事

業者
R8当初（地）

7 R7_補正 推奨事業 ○ ○

生活インフラである公共下水道事業に対
し物価高騰対策支援を実施することで、
市民への負担転嫁を抑制し、間接的に
生活者への支援が実施できるため。

○
物価高騰対策公共下水道事業
会計操出・補助

Ⅰ．生活の安全保障・物
価高への対応

○

⑪推奨事業メニュー
例よりも更に効果が
あると判断する地方

単独事業

エネルギー等の物価高騰の影響で採算が悪
化している公共下水道事業について、施設管
理運営業務委託料及び電気料高騰分に対し
補助金を交付することで、事業の継続を図ると
ともに、下水道使用料への転嫁を抑制し、使
用料増額等による市民の負担増を回避する。

 48,417  48,417  48,417 

①エネルギー等の物価高騰の影響で採算が悪化している公共下水道事業に
ついて、施設管理運営業務委託料及び電気料高騰分に対し補助金を交付す
ることで、事業の継続を図るとともに、下水道使用料への転嫁を抑制し、使用
料増額等による市民の負担増を回避する。
②③
【補助金】48,417千円
・施設管理運営業務委託料
　物価高騰に伴う変更契約による増額分　Ｒ８年度：27,562千円　
・電気料
　燃料調整費等を加味した見込額とR2実績の差額　Ｒ８年度：20,855千円
④香取市公共下水道事業会計

－ － － － R8.4 議決 R8.4 R8.4 R9.3
電気料等高騰に起因する下
水道使用料の増額ゼロ

明記予定（HP) ホームページ 対象分野に関連しない R8当初（地）

令和8年度　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金実施計画

都道府県区分 【12_千葉県】
国のR7補正予算分（推奨事業メニュー分）　交付限

度額①
にかかる交付対象経費

                        246,730 
令和8年度既配分額

国のR7補正予算分（推奨事業メニュー分）
交付限度額①

                                                                                                    - 国のR7補正分（推奨事業メニュー分）
交付限度額①　（令和7年度本省繰越分）                                                   201,886 

地方公共団体名（コード有り） 12236_千葉県香取市 （うち、食料品の物価高騰に対する特別加算分）                          92,502 
（うち、食料品の物価高騰に対する特別加算

分）
※食料品の物価高騰に対する特別加算分の

交付限度額を上限として参考表記

                                                                                                    - （うち、食料品の物価高騰に対する特別加算
分）                                                             - 

都道府県・市町村コード（５桁） 12236  小計　交付限度額（R7経済対策分）                                                   201,886 

担当部局課名 総合政策部企画政策課

担当者氏名 田口

電話番号 0478-50-1206

メールアドレス seisaku@city.katori.lg.jp

今回配分予定額
国のR7補正予算分（推奨事業メニュー分）

交付限度額①
                                                                                          201,886 

（うち、食料品の物価高騰に対する特別加算
分）

※食料品の物価高騰に対する特別加算分の
交付限度額を上限として参考表記

                                                                                                    - 

配分予定額計
国のR7補正予算分（推奨事業メニュー分）

交付限度額①
                                                                                          201,886 

（うち、食料品の物価高騰に対する特別加算
分）

※食料品の物価高騰に対する特別加算分の
交付限度額を上限として参考表記

                                                                                                    - 

配分予定額計                                                                                           201,886 移管先  総務省  交付限度額計                                                   201,886 

備考1のサブカテゴリー　※N～P列を記入している場合の

(重点支援地方交付金の追加を踏まえた
各省庁の通知の発出状況に定義されている対象分野)

交付対象経費(地方単独事業費)
（R7経済対策分）

Ｎｏ

国
の
予
算
年
度

枠

地
方
単
独
事
業

エネルギー・
食料品価格等
の物価高騰の
影響を受けた
生活者等に対
して事業の効
果が直接及ぶ

物価高騰対策と整理する根拠・理由

臨時の措置
であること
が分かる事
業名称とし
ている

交付対象事業の名称 経済対策等との関係

対象外経費
に臨時交付
金を充当し
ていない

推奨事業メニュー

※参考

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果

②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）

④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

特定事業者
等支援

個人を対象
とした給付

金等
基金

商品券等
活用事業

商品券等活用事
業が事務連絡等
の留意事項を踏
まえた制度設計
となっているか
（具体的な対応
を検討中の場合

も含む）

予算化時
期

事業始期
支援開始
時期

事業終期
成果目標（可能な限り定量

的指標を設定）
国の重点支援地方交付金が活

用されている旨の明記
実施状況の公表等について

(HP、広報誌など）

備考1
(重点支援地方交付金の
追加を踏まえた各省庁
の通知の発出状況に定
義されている対象分野)

備考２

自治体での
予算区分

※推奨事業メニュー①について、
②～④にも関連する場合は、N～P列

に追加で選択してください。

「推奨事業メニュー例よりも更に効果があ
ると判断する地方単独事業」を選択した場
合の、より効果があると考える理由

総事業費
（単位：千円）

Ｂ C

予算化の
方法

「農林水産・食品分野」
「中小企業・小規模事業
者の賃上げ環境整備」
における細分化項目

エラー（自治
体名記載不

備）
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